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第1章
あ
ら
た
め
て
確
認
す
る

新
収
益
認
識
基
準
と

法
人
税
法・通
達
の
改
正
概
要

収
益
認
識
の

５
ス
テ
ッ
プ

企
業
会
計
基
準
24
号「
収
益
認
識
に
関

す
る
会
計
基
準
」（
以
下
、「
新
基
準
」と
い

う
）の
基
本
と
な
る
原
則
は
、
収
益
を
資

産
の
増
加
、
負
債
の
減
少
ま
た
は
両
者
の

組
合
せ
に
よ
っ
て
生
じ
る
と
観
念
す
る
資

産
・
負
債
ア
プ
ロ
ー
チ
で
あ
り
、
こ
れ
に
基

づ
き
約
束
し
た
財
ま
た
は
サ
ー
ビ
ス
の
顧

客
へ
の
移
転
を
財
ま
た
は
サ
ー
ビ
ス
と
交
換

に
企
業
が
権
利
を
得
る
と
見
込
む
対
価
の

額
で
描
写
す
る
よ
う
に
、
収
益
の
認
識
を

行
う（
新
基
準
16
項
）⑴
。
こ
の
基
本
原
則

に
従
っ
て
収
益
を
認
識
す
る
た
め
、
図
表

１
の
①
〜
⑤
の
ス
テ
ッ
プ
を
順
に
、
適
用
す

る（
新
基
準
17
項
）。
な
お
、
図
表
２
、３

で
ス
テ
ッ
プ
を
図
式
化
し
、
主
な
論
点
と

チ
ェッ
ク
ポ
イ
ン
ト
を
例
示
し
て
い
る
。

⑴　

新
基
準
の
適
用
外
と
な
る
取
引
：
他
の
会
計
基
準

と
の
整
合
性
の
見
地
か
ら
、新
基
準
の
対
象
外
と
な
る

の
は
、①
金
融
商
品
会
計
基
準
の
範
囲
に
含
ま
れ
る
金

融
商
品
に
係
る
取
引
、②
リ
ー
ス
会
計
基
準
の
範
囲
に

含
ま
れ
る
リ
ー
ス
取
引
、③
保
険
法
に
お
け
る
定
義
を

ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
に
課
税
さ
れ
る
こ
と
が
明
確
化
さ
れ

た
。

⑷　

た
だ
し
、新
基
準
16
項
に
み
ら
れ
る
よ
う
な
、収
益

認
識
の
た
め
の
基
本
原
則
は
示
さ
れ
て
い
な
い
。

⑸　

そ
の
趣
旨
は
、当
初
の
販
売
に
対
し
て
、そ
の
後
に

発
生
す
る
貸
倒
損
失
は
別
の
事
象
に
あ
た
り
、当
初
販

売
時
に
計
上
す
べ
き
で
な
い
点
に
あ
る
。

⑹　

そ
の
趣
旨
は
、
返
品
は
販
売
総
額
の
減
額
要
因
で

は
あ
る
が
、同
時
に
販
売
し
た
商
品
が
戻
る
の
で
、取

引
単
価
が
変
動
し
な
い
と
い
う
点
に
あ
る
。

収
益
の
益
金
算
入
時

期
に
関
す
る
改
正

⑴
　
原
則（
引
渡
日
・
役
務
提
供

日
基
準
）　

原
則
と
し
て
、
目
的
物
の
引
渡
日
ま
た

は
役
務
提
供
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
益

金
算
入
額
）は
時
価
に
よ
る
こ
と
を
明
ら

か
に
し
、
改
正
前
の
立
法
趣
旨
を
継
承
し

た（
法
法
22
の
２
④
）。
す
な
わ
ち
、
所
得

計
算
上
、
資
産
の
販
売
、
譲
渡
ま
た
は
役

務
の
提
供（
以
下
、「
資
産
の
販
売
等
」と
い

う
）に
係
る
収
益
⑶
と
し
て
益
金
算
入
す

る
金
額
は
、
原
則
と
し
て
資
産
の
引
渡
時

の
価
額
ま
た
は
提
供
し
た
役
務
に
つ
い
て

通
常
得
る
べ
き
対
価
の
額（
時
価
）に
相
当

す
る
金
額
と
さ
れ
る
⑷
。

⑵
　
例
外（
貸
倒
れ
・
買
戻
し
を
考

慮
し
な
い
こ
と
）

前
記
の
例
外
と
し
て
新
た
な
規
定
を
定

め
、
資
産
の
販
売
等
に
つ
き
、
貸
倒
れ
⑸
ま

た
は
買
戻
し
⑹
の
可
能
性
が
あ
る
場
合
に
お

い
て
も
、
当
初
の
販
売
額
の
計
上
に
あ
た
っ

て
は
、
そ
の
可
能
性
が
な
い
も
の
と
し
た
場

合
の
価
額
と
し
た（
法
法
22
の
２
⑤
）。

⑶　

な
お
、
無
償
に
よ
る
資
産
等
の
譲
渡
に
係
る
収
益

の
額
に
は
、現
物
配
当
等
に
よ
る
資
産
の
譲
渡
に
係
る

収
益
の
額
が
含
ま
れ
る
こ
と
が
明
確
化
さ
れ
た（
法
法

22
の
２
⑥
）。現
物
配
当
等
は
資
産
の
譲
渡
と
利
益
分

配
等
の
混
合
取
引
で
あ
り
、資
産
の
譲
渡
に
係
る
キ
ャ

満
た
す
保
険
契
約
、④
顧
客
ま
た
は
潜
在
的
な
顧
客
へ

の
販
売
を
容
易
に
す
る
た
め
に
行
わ
れ
る
同
業
他
社

と
の
商
品
ま
た
は
製
品
の
交
換
取
引
、⑤
金
融
商
品
の

組
成
ま
た
は
取
得
に
際
し
て
受
け
取
る
手
数
料
、⑥
不

動
産
流
動
化
実
務
指
針
の
対
象
と
な
る
不
動
産（
不
動

産
信
託
受
益
権
を
含
む
）の
譲
渡
で
あ
る
。こ
の
ほ
か
、

企
業
の
通
常
の
営
業
活
動
で
は
な
い
と
い
う
意
味
で
、

顧
客
と
の
契
約
か
ら
生
じ
る
収
益
に
あ
た
ら
な
い
固

定
資
産
の
売
却
や
、顧
客
と
の
契
約
か
ら
損
失
が
見
込

ま
れ
る
場
合
も
対
象
外
と
な
り
、こ
れ
ま
で
の
実
務
の

扱
い
が
踏
襲
さ
れ
る
。

法
人
税
法・収
益
認
識

通
達
の
改
正
概
要

　
前
記
の
新
基
準
の
制
定
を
踏
ま
え
、
平

成
30
年
度
法
人
税
制
改
正
の
主
要
規
定
の

う
ち
中
核
を
な
す
、「
収
益
の
計
上
額
に
関

す
る
改
正
」と「
収
益
の
益
金
算
入
時
期
に

関
す
る
改
正
」を
概
観
す
る
⑵
。

⑵　

な
お
、商
品
の
買
い
手
側
の
税
務
処
理
は
、従
来
と

変
更
は
な
い
。

収
益
の
計
上
額
に

関
す
る
改
正

⑴
　
原
則（
時
価
に
よ
る
計
上
）

改
正
法
人
税
法
は
、
収
益
計
上
額（
益

（図表3）　収益認識の５ステップの想定事例

①
商
品
Ｘ
の
販
売	

１
、０
０
０
万
円

②
保
守
サ
ー
ビ
ス
提
供（
2
年
）

２
０
０
万
円

１
、２
０
０
万
円

顧
客

企　業

当期 翌期
①収益　1,000万円
②収益　100万円

②収益　100万円

一時点で充足 一定期間に充足

契
約

引
渡
し
の
履
行
充
足

保守の
サービス
履行１

充
足

充
足

保守の
サービス
履行2

t


